
吉田町制限付き一般競争入札実施要領 
（平成１９年６月２０日） 

（要領第１５号） 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、町が発注する建設工事（以下「工事」という。」）並びに工事の測量又は調

査及び設計（以下「業務」という。）の品質の確保を図りつつ、受注者の決定過程における競争

性及び透明性を高めるため、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」とい

う。）第１６７条の５の２の規定による資格を定めて行う一般競争入札（以下「制限付き一般競

争入札」という。）を実施することについて必要な事項を定めるものとする。 

（対象工事等） 

第２条 制限付き一般競争入札の対象となる工事及び業務（以下「対象工事等」という。）は、次

の各号のいずれかに掲げる工事及び業務（以下「工事等」という。）とする。 

⑴ 設計金額１３０万円を超える工事。ただし、抽選型指名競争入札又は政令第１６７条の２

第１項第２号から第９号までに掲げる理由による随意契約の対象となる工事及び制限付き一

般競争入札により難い工事は除く。 

⑵ 設計金額５０万円を超え、かつ、町長が制限付き一般競争入札に付することが適当である

と認めた業務 

（工事等実施伺い） 

第３条 設計金額１３０万円を超える工事及び設計金額５０万円を超える業務を発注しようとす

る課（以下「担当課」という。）は、当該工事等の実施伺いの中で、受注者の選定方法を特定し、

決裁を受けなければならない。 

（入札参加資格要件） 

第４条 対象工事等のうち工事（以下「対象工事」という。）の入札に参加する者に必要な資格（以

下「入札参加資格」という。）は、次のとおりとする。 

⑴ 政令第１６７条の４の規定に該当しない者 

⑵ 対象工事について吉田町一般競争（指名競争）参加資格審査申請書の事務取扱要領（平成

１７年吉田町要領第１１号）に基づく申請書を提出して受理された者 

⑶ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出期限の日から開札の時までの期

間に、吉田町工事請負契約等に係る入札参加停止等措置要綱（平成１２年吉田町要綱第１２

号）に基づく入札参加停止を受けていない者 

⑷ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている

者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５

号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者

を除く。）でないもの 

⑸ 適正な主任技術者を配置できる者 

⑹ 対象工事に係る設計業務等の受注者又は当該受注者と資本若しくは人事面において関連が

ある建設業者でない者 

⑺ 前号までに掲げるもののほか、必要に応じて定める次の資格を有する者 

ア 対象工事の工種に係る建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定に基づく特

定建設業の許可を受けている者 

イ 対象工事の工種に係る建設業法第２７条の２９第１項に規定する総合評定値が一定以上

の者 

ウ 対象工事と同種の工事の施工実績がある者 

エ 対象工事が大規模建造物又は特殊な作業条件下の工事で高度な施工技術を必要とするも

の（以下、当該工事を「施工計画審査タイプ」といい、その他の工事を「標準タイプ」と

いう。）である場合には、施工計画が適正である者 

オ 対象工事に配置を予定する専任の主任技術者又は監理技術者が適正である者 

カ その他必要と認める資格 

２ 対象工事等のうち業務（以下「対象業務」という。）の入札参加資格は、前項第１号、第３号



及び第４号に掲げるもののほか、次のとおりとする。 

⑴ 対象業務について吉田町一般競争（指名競争）参加資格審査申請書の事務取扱要領に基づ

く申請書を提出して受理された者 

⑵ 適正な技術者を配置できる者 

⑶ 前号までに掲げるもののほか、必要に応じて定める次の資格を有する者 

ア 対象業務と同種の業務の履行実績がある者 

イ 対象業務において、技術士法（昭和５８年法律第２５号）に基づく技術士の資格を有す

る者又は建設コンサルタント登録規定（昭和５２年建設省告示第７１７号）第３条第１号

の認定を受けた者を管理技術者又は照査技術者として適正に配置できる者 

ウ その他必要と認める資格 

（入札参加資格委員会） 

第５条 次に掲げる事項を審査するため、入札参加資格委員会（以下「資格委員会」という。）を

設置する。 

⑴ 入札参加資格に関する事項 

⑵ 入札参加資格確認資料作成説明会（以下「資料作成説明会」という。）及び入札参加資格確

認資料（以下「資料」という。）のヒアリングの実施の必要性の有無 

⑶ 入札参加資格の有無 

⑷ その他必要な事項 

２ 資格委員会は、吉田町入札参加者指名委員会設置要綱（平成２０年吉田町要綱第３９号。以

下「要綱」という。）第１条に定める吉田町入札参加者指名委員会が兼ねるものとし、資格委員

会の構成、会議運営及び庶務の規定については、要綱第３条から第７条までを準用する。 

（入札参加資格の設定） 

第６条 対象工事及び対象業務の入札参加資格は、担当課の課長（以下「担当課長」という。）が

入札参加資格設定調書（様式第１号の１、様式第１号の２、様式第１号の３）を用いて設定し、

資格委員会で決定する。 

２ 資格委員会の委員長は、前項の規定により対象工事及び対象業務の入札参加資格を決定した

ときは、直ちに総務課長に入札参加資格決定通知書（様式第２号の１、様式第２号の２、様式

第２号の３）を作成させ、担当課長に通知しなければならない。 

（入札の公告等） 

第７条 入札の公告は、吉田町財務規則（昭和５０年吉田町規則第４号）第１８８条の規定に基

づき、役場前の掲示場に掲示して行うものとする。ただし、町長が必要と認めるときは、町広

報、新聞又はホームページ等に掲載する方法により行うことができる。 

（入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出並びに受付） 

第８条 制限付き一般競争入札に参加する者の入札参加資格を確認するため、入札参加希望者か

ら、公告の日の翌日から１０日（施工計画審査タイプの場合は３０日）以内に、入札参加資格

確認申請書（以下「申請書」という。）及び資料を提出させるものとする。 

２ 対象工事の入札参加資格確認に係る申請書及び資料の様式は、次のとおりとする。 

⑴ 申請書（様式第３号の１） 

⑵ 資料 

ア 同種工事の施工実績（様式第４号の１） 

イ 配置予定技術者等の資格・工事経験（様式第５号の１） 

ウ 許可等の状況（様式第６号の１） 

エ 施工計画（施工計画審査タイプに限る。）（様式第７号） 

オ その他必要と認めるもの 

３ 対象業務の入札参加資格確認に係る申請書及び資料の様式は、次のとおりとする。 

⑴ 申請書（様式第３号の２） 

⑵ 資料 

ア 同種業務の履行実績（様式第４号の２） 

イ 配置予定技術者等の資格・業務経験（様式第５号の２） 

ウ 本社、営業所の所在地（様式第６号の２） 



エ その他必要と認めるもの 

４ 申請書及び資料は、担当課で受け付けるものとする。 

５ 提出された申請書及び資料（以下本項においては、「提出書類」という。）は、次のとおり取

り扱うものとする。 

⑴ 提出書類に係る費用は、提出者の負担とする。 

⑵ 提出書類は、無断で他の用途に使用しない。 

⑶ 提出書類は、返却しない。 

⑷ 提出書類は、公表しない。ただし、虚偽などの不誠実な記載があることが明らかになった

場合は、この限りでない。 

（資料作成説明会） 

第９条 対象工事が施工計画審査タイプの場合には、資格委員会の審議を経て、資料作成説明会

を実施することができるものとする。 

（資料のヒアリング） 

第１０条 対象工事が施工計画審査タイプの場合には、資格委員会の審議を経て、資料のヒアリ

ングを実施することができるものとする。 

（入札参加資格の確認） 

第１１条 入札参加資格の確認は、次のとおりとする。 

⑴ 担当課長は、受け付けた申請書及び資料に基づき、入札参加資格確認申請者一覧表（様式

第８号の１、様式第８号の２。以下「申請者一覧表」という。）及び入札参加資格チェック事

項一覧表（様式第９号。以下「チェック事項一覧表」という。）を作成し、資格委員会に提出

するものとする。 

⑵ 資格委員会は、提出された申請者一覧表及びチェック事項一覧表に基づいて、入札参加資

格の有無についての確認を行うものとする。 

⑶ 前号の確認は、原則として、申請書及び資料の提出期限の日の翌日をもって行うものとす

るが、その日に開催できない止むを得ない理由があるときは、その日の翌日以降で資格委員

会を開催できる最も早い日に行うものとする。 

２ 資格委員会の委員長は、前項の規定に基づく入札参加資格の有無についての確認を行った場

合は、直ちに総務課長に入札参加資格確認結果通知書（様式第１０号）を作成させ、担当課長

へ通知しなければならない。 

（入札参加資格の確認通知） 

第１２条 担当課長は、前条の規定に基づく資格委員会の確認結果を得たときは、当該確認結果

を入札参加資格確認通知書（様式第１１号）により申請者に通知するものとする。この場合、

担当課長は、申請書及び資料の提出期限日の翌日から７日以内（施工計画審査タイプの場合は

１４日以内）に通知するように努めなければならない。 

（入札参加資格がないと認めた者に対する理由の説明） 

第１３条 入札参加資格がないと認められた者は、前条の通知の日の翌日から４日（吉田町の休

日を定める条例（平成２年吉田町条例第３号）第１条に規定する町の機関の休日（以下「町の

休日」という。）を含まない。）以内に、入札参加資格がないと認めた理由について、書面を持

参することにより、町長に説明を求めることができる。 

２ 町長は、前項の理由を求められたときには、原則として、入札参加資格がないと認めた理由

についての説明を求めることができる最終日の翌日から３日以内に、説明を求めた者に対し、

書面により回答するものとする。 

３ 町長は、説明を求めた者に入札参加資格があると認めた場合には、前条の通知を取り消し、

前項の回答と合わせて、改めて資格のある旨の通知を行うものとする。この場合においては、

資格委員会の審議を経るものとする。 

（設計図書等の配付等） 

第１４条 入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）がそれぞれ事前に接触しないように

するため、入札参加者には、契約書案、契約約款、共通仕様書、特記仕様書、設計書、図面、

入札心得及び現場説明書（以下「設計図書等」という。）のうち、現に作成した契約書案、特記

仕様書、設計書、図面、入札心得及び現場説明書（以下「配付資料」という。）を第１２条の通



知書に併せて、郵送又は宅配の方法で送付するものとし、配付資料以外の設計図書等について

は、事前に申込みを受け、必要と認める場合に限り、郵送又は宅配の方法で送付するものとす

る。なお、設計図書等の送付費用については、入札参加者の負担とする。 

２ 設計図書等に対する質問書が、第１２条の通知の日の翌日から４日（町の休日を含まない。）

以内に、持参により提出された場合には、その質問に対して、原則として、質問書を提出する

ことができる最終日の翌日から３日以内に、回答書により回答するものとする。 

３ 設計図書等に対する質問書は、担当課で受け付けるものとする。 

４ 質問に対する回答書は、担当課において縦覧するものとし、その縦覧期間は、原則として、

回答書の回答期限日の翌日から２日（町の休日を含まない。）間とする。 

（現場説明会） 

第１５条 対象工事及び対象業務に係る現場説明会は、資格委員会の審議を経て、行うことがで

きるものとする。 

２ 現場説明会を行う日は、申請書及び資料の提出期限日の翌日から第１２条の通知の日までの

間に定めるものとする。 

（入札保証金） 

第１６条 入札保証金は、免除するものとする。 

 （入札の執行） 

第１７条 町長は、入札の執行に先立ち、入札に参加しようとする者が、第１２条に規定する入

札参加資格があることを確認した旨の通知書及び当該工事の工事費内訳書（様式第１２号）を

持参していることを確認するものとする。 

２ 町長は、工事に係る第１回目の入札に際し、入札参加者に工事費内訳書の提出を求めるもの

とする。 

（入札の無効） 

第１８条 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

⑴ 公告に示した入札参加資格のない者及び虚偽の申請を行った者のした入札 

⑵ 入札心得、現場説明書、公告及び現場説明において示した入札に関する条件等に違反した

入札 

⑶ 落札決定時点において入札参加資格のない者のした入札 

（入札結果等の公開） 

第１９条 町長は、落札者の決定後又は契約の相手方及び契約金額の決定後、直ちに総務課長に

入札結果表（様式第１３号）を作成させ、担当課長に送付させるとともに、当該入札結果を公

開するものとする。 

２ 公開する事項は、入札番号、入札方式、工事名又は業務名、工事箇所又は業務箇所、入札日

時、入札場所、予定価格、入札書比較価格、入札参加者、入札価格及び入札結果とし、公開用

の入札結果表（様式第１４号）により公開するものとする。この場合において、入札結果欄の

表示については、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 落札者となった入札参加者は、「落札」と表示すること。 

⑵ 吉田町競争契約入札心得（平成９年吉田町規程第１号）第１２条各号に該当する場合は、

「無効」と表示すること。 

３ 入札結果資料の公開は、吉田町建設工事等の入札及び契約等に関する情報公表要綱（平成２

０年吉田町要綱第４０号）の規定に基づき行うものとする。 

（技術者の配置） 

第２０条 町長は、落札者に対して、様式第５号に記載した配置予定技術者が、当該工事の現場

に配置されるように措置するものとする。 

（特定建設工事共同企業体に発注する場合の取扱い） 

第２１条 特定建設工事共同企業体に発注する場合には、入札参加資格の確認に係る取扱いを入

札参加資格の認定に係る取扱いと適宜読み替えて、運用するものとする。 

（現行規程の効力） 

第２２条 この要領に定めのない事項については、現行の他の諸規程が適用される。 

（その他） 



第２３条 虚偽の申請等により入札等を妨害した場合は、吉田町工事請負契約等に係る入札参加

停止等措置要綱に基づく入札参加停止の措置を行うことができるものとする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要領は、平成１９年６月２０日から施行する。 

 （旧要領の廃止） 

２ 吉田町制限付き一般競争入札実施要領（平成１１年吉田町要領第３号）は、廃止する。 

   附 則（平成２０年１２月４日要領１５号） 

 この要領は、平成２１年１月１日から施行する。 

   附 則（平成２１年３月３１日要領１０号） 

 この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２３年１２月２８日要領第３号） 

 この要領は、平成２４年１月１日から施行する。 

   附 則（平成２４年５月２３日要領第１２号） 

 この要領は、平成２４年６月１日から施行する。 

   附 則（平成２５年３月１日要領第２号） 

 この要領は、平成２５年３月１日から施行する。 

   附 則（平成２６年６月１日要領第４号） 

 この要領は、平成２６年６月１日から施行する。 

   附 則（平成２８年３月３１日要領第８号） 

 この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２８年１１月１日要領第１２号） 

 この要領は、平成２８年１１月１日から施行する。 

 附 則（令和２年３月３１日要領第６号） 

 この要領は、令和２年４月１日から施行する。 



様式第１号の１（第６条関係） 

入札参加資格設定調書 

 

年  月  日作成                担当課長名        ㊞ 

 

工 事 名  工 種  

工 事 箇 所  工 期  設計金額  

方 式 標準タイプ   施工計画審査タイプ 

工

事

概

要 

工事目的 

 

規 模 

構造形式 

工 法 

 

公 告 日  
申請書等の

提出期限日 
 資格確認日  入札日  

資 格 要 件  

資 格 要 件 の 

設 定 理 由 
 

見込対象者数  

現場説明会の

有 無 ・ 日 程 
 

資料作成説明会、ヒア

リングの有無・日程 
(施工計画審査タイプの場合のみ) 

添 付 資 料 (位置図、平面図、断面図等) 

※ 施工計画審査タイプの場合には、申請書に提出させる施工計画の様式及び評価項目表の様式

を添付する。



様式第１号の２（特定建設工事共同企業体用）（第６条関係） 

入札参加資格設定調書 

 

年  月  日作成                  担当課長名      ㊞ 

 

工 事 名 
 

 
工 種  

工 事 箇 所  工 期  設計金額  

方 式 標準タイプ  施工計画審査タイプ 構成員数 社 

工

事

概

要 

工事目的 

 

規 模 

構造形式 

工 法 

 

公 告 日  
申請書等の

提出期限日 
 

資 格 の

確 認 日 
 入札日  

資

格

要

件 

代表構成

員に求め

るもの 

 

その他の

構成員に

求めるも

の 

 

資 格 要 件 の 

設 定 理 由 
 

見込対象者数  

現場説明会の

有 無 ・ 日 程 
 

資料作成説明会、ヒア

リングの有無・日程 
(施工計画審査タイプの場合のみ) 

添 付 資 料 (位置図、平面図、断面図等) 

※ 施工計画審査タイプの場合には、申請書に提出させる施工計画の様式及び評価項目表の様式

を添付する。



様式第１号の３（第６条関係） 

入札参加資格設定調書 

 

年  月  日作成                担当課長名        ㊞ 

 

業 務 名  業 種  

業 務 箇 所  
履 行

期 間 
 設計金額  

業

務

概

要 

業務目的 

 

規 模 

構造形式 

使用機材 

 

公 告 日  
申請書等の

提出期限日 
 資格確認日  入札日  

資 格 要 件  

資 格 要 件 の 

設 定 理 由 
 

見込対象者数  

現場説明会の

有 無 ・ 日 程 
 

添 付 資 料 (位置図、平面図等) 

 



様式第２号の１（第６条関係） 

委員長 理事 総務グループ参事 産業建設グループ参事 

    

総務課長 企画課長 産業課長 建設課長 都市環境課長 上下水道課長 

            

 

入札参加資格決定通知書 

 

年  月  日 

担当課長 様 

入札参加資格委員会委員長 ㊞ 

次のとおり決定したので通知します。 

 
 

工 事 名  入札番号  

工 事 箇 所  

方 式 標準タイプ   施工計画審査タイプ 

公 告 日  
申請書等の

提出期限日 
 資格確認日  入札日  

資 格 要 件  

現場説明会の

有 無 ・ 日 程 
 

資料作成説明会、ヒア

リングの有無・日程 
(施工計画審査タイプの場合のみ) 



様式第２号の２（特定建設工事共同企業体用）（第６条関係） 

委員長 理事 総務グループ参事 産業建設グループ参事 

    

総務課長 企画課長 産業課長 建設課長 都市環境課長 上下水道課長 

            

 

入札参加資格決定通知書 

年  月  日 

担当課長 様 

入札参加資格委員会委員長 ㊞ 

次のとおり決定したので通知します。 

 

 

工 事 名 
 

 
入札番号  

工 事 箇 所  

方 式 標準タイプ  施工計画審査タイプ 構成員数 社 

公 告 日  
申請書等の

提出期限日 
 

資 格 の

確 認 日 
 入札日  

資

格

要

件 

代表構成

員に求め

るもの 

 

その他の

構成員に

求めるも

の 

 

現場説明会の

有 無 ・ 日 程 
 

資料作成説明会、ヒア

リングの有無・日程 
(施工計画審査タイプの場合のみ) 



様式第２号の３（第６条関係） 

委員長 理事 総務グループ参事 産業建設グループ参事 

    

総務課長 企画課長 産業課長 建設課長 都市環境課長 上下水道課長 

            

 

入札参加資格決定通知書 

 

年  月  日 

担当課長 様 

入札参加資格委員会委員長 ㊞ 

次のとおり決定したので通知します。 

 
 

業 務 名  入札番号  

業 務 箇 所  

公 告 日  
申請書等の

提出期限日 
 資格確認日  入札日  

資 格 要 件  

現場説明会の

有 無 ・ 日 程 
 

 



様式第３号の１（第８条関係） 

 

入札参加資格確認申請書 

 

年  月  日 

 

 

吉田町長          様 

 

 

住    所 

商号又は名称 

代表者氏名             印 

 

 

 

次の工事に係る入札に参加する資格について、確認されたく、資料を添えて申請します。 

なお、地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと及び添付資料の内

容については、事実と相違ないことを誓約します。 

また、この工事に係る設計業務等の受注者との関係において、応募要件に反しないことを合わせ

て誓約します。 

 

 

 

１ 入札番号 

 

 

２ 工 事 名 

 

 

３ 工事箇所 



様式第３号の２（第８条関係） 

 

入札参加資格確認申請書 

 

年  月  日 

 

 

吉田町長          様 

 

 

住    所 

商号又は名称 

代表者氏名             印 

 

 

 

次の業務に係る入札に参加する資格について、確認されたく、資料を添えて申請します。 

なお、地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと及び添付資料の内

容については、事実と相違ないことを誓約します。 

 

 

 

 

 

１ 入札番号 

 

 

２ 業 務 名 

 

 

３ 業務箇所 

 



様式第４号の１（第８条関係） 

同 種 工 事 の 施 工 実 績 

業者名            

NO 

項目 
   

工

事

名

称

等 

工 事 名    

発 注 機 関 名    

工 事 箇 所    

契 約 金 額    

工 期 年  月  日～   年  月  日   

発 注 形 態 
単体／特定建設工事共同企業体 

（出資比率） 
  

工

事

概

要

等 

規 模 ・ 寸 法    

構 造 形 式    

使用機材・数量    

設 計 条 件    

C O R I N S登録番号    

(注) ＣＯＲＩＮＳ登録済みの工事を除き、契約書の写しを添付してください。 

※ 公告において明示した対象工事と同種の施工実績について、的確に判断できる必要最小限の具体的項目を設定する。



様式第４号の２（第８条関係） 

同 種 業 務 の 履 行 実 績 

業者名            

NO 

項目 
   

業

務

名

称

等 

業 務 名    

発 注 機 関 名    

業 務 箇 所    

契 約 金 額    

履 行 期 間 年  月  日～   年  月  日   

発 注 形 態 単体   

業

務

概

要

等 

規 模 ・ 寸 法    

構 造 形 式    

使用機材・数量    

設 計 条 件    

T E C R I S登録番号    

(注) ＴＥＣＲＩＳ登録済みの業務を除き、契約書の写しを添付してください。 

※ 公告において明示した対象業務と同種の履行実績について、的確に判断できる必要最小限の具体的項目を設定する。 



様式第５号の１（第８条関係） 

配置予定技術者等の資格・工事経験 

業者名           

氏名 

項目 
   

最 終 学 歴    

法 令 に よ る 免 許    

工

事

概

要 

工 事 名    

発 注 機 関 名    

工 事 箇 所    

契 約 金 額    

工 期 年  月  日～  年  月  日   

従 事 役 職    

CORINS登録番号    

工 事 内 容    

現 在 従 事 し て 

い る 工 事 名 等 
   

(注) 法令による免許については、免許を証する書面の写しを添付してください。 

ＣＯＲＩＮＳ登録済みの工事を除き、契約書の写しを添付してください。 

当該技術者との雇用関係を証する書面（健康保険被保険者証等）の写しを添付してください。 



様式第５号の２（第８条関係） 

配置予定技術者等の資格・業務経験 

業者名           

氏名 

項目 
   

最 終 学 歴    

法 令 に よ る 免 許    

業

務

概

要 

業 務 名    

発 注 機 関 名    

業 務 箇 所    

契 約 金 額    

履 行 期 間 年  月  日～  年  月  日   

従 事 役 職    

TECRIS登録番号    

業 務 内 容    

現 在 従 事 し て 

い る 業 務 名 等 
   

(注) 法令による免許については、免許を証する書面の写しを添付してください。 

ＴＥＣＲＩＳ登録済みの業務を除き、契約書の写しを添付してください。 

当該技術者との雇用関係を証する書面（健康保険被保険者証等）の写しを添付してください。



様式第６号の１（第８条関係） 

許 可 等 の 状 況 

業者名           

項 目 内               容 

建設業法第3条に規定する

建 設 業 の 許 可 状 況 
（発注業種の許可状況  許可年月日・許可番号） 

○ ○ ○ 内 に あ る 

営 業 所 等 の 状 況 

郵 便 番 号 

所 在 地 

営 業 所 の 名 称 

営 業 所の 代 表者 氏名 

 

郵 便 番 号 

所 在 地 

営 業 所 の 名 称 

営 業 所の 代 表者 氏名 

 

郵 便 番 号 

所 在 地 

営 業 所 の 名 称 

営 業 所の 代 表者 氏名 

 

建 設 業 法 第 ２ ７ 条 の 

２ ３ に 規 定 す る 

経 営 事 項 審 査 の 結 果 

（発注業種  結果通知年月日・経営事項審査の総合評定値） 

(注１) ○○○内に、建設業法第３条に規定する営業所があることを証明する書類（建設業の許可申請書（受付印のあるもの）の様式第一号及び別表

又は様式第二十二号の二の写し等）を添付してください。 

(注２) 建設業法第２７条の２９第１項の規定に基づく直近の総合評定値通知書の写しを添付してください。



様式第６号の２（第８条関係） 

本 社 、 営 業 所 の 所 在 地 

業者名           

項 目 内               容 

建設コンサルタント登録

規 程 等 の 登 録 状 況 
（発注業種の登録状況  登録年月日・登録番号） 

○ ○ ○ 内 に あ る 

営 業 所 等 の 状 況 

郵 便 番 号 

所 在 地 

営 業 所 の 名 称 

営 業 所の 代 表者 氏名 

 

郵 便 番 号 

所 在 地 

営 業 所 の 名 称 

営 業 所の 代 表者 氏名 

 

郵 便 番 号 

所 在 地 

営 業 所 の 名 称 

営 業 所の 代 表者 氏名 

 

郵 便 番 号 

所 在 地 

営 業 所 の 名 称 

営 業 所の 代 表者 氏名 

 

(注) ○○○内に、営業所があることが判断できる書類（吉田町一般競争（指名競争）参加資格審査申請書の事務取扱要領に規定する営業所一覧表の

写し等）を添付してください。 



様式第７号（第８条関係） 

施   工   計   画 

業者名             

項 目 具 体 的 な 施 工 計 画 

地形、地質条件、設計条件等に

対 す る 技 術 的 所 見 

（施工の前提となる条件についての理解の程度及び対応への所見の妥当性等を見る） 

 

 

仮 設 備 計 画 

（施工上の諸条件を考慮した仮設備計画の妥当性等を見る） 

 

 

本 体 工 事 施 工 計 画 

（施工環境及び諸条件を考慮した本体工事の施工に係る工法等の技術的所見の妥当性等を見る） 

 

 

安 全 対 策 

 

 

 

環 境 対 策 

 

 

 

機 械 設 備 計 画 

 

 

 

※ 対象工事の図面、仕様書の契約上の制約条件と整合を図りつつ、公告において明示した資格が判断できる必要最小限の項目を的確に設定する。



様式第８号の１（標準タイプ）（第１１条関係） 

 

入札参加資格確認申請者一覧表 

担当課長 

工事名                      工事箇所                    氏  名            印 

 

商 号 又 は 名 称 
営 業 所 名 

( 営 業 所 の 所 在 地 ) 

担 当 課 長 の 意 見 

( 否 と す る 場 合 は そ の 理 由 ) 
資格の有無 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

(注) 受付順に整理すること。 

※ 「工事名」、「工事箇所」とあるのは、業務委託の入札参加資格確認にあっては「業務名」、「業務箇所」と書き換えて作成すること。 



様式第８号の２（施工計画審査タイプ）（第１１条関係） 

 

入札参加資格確認申請者一覧表 

担当課長 

工事名                       工事箇所                     氏  名          印 

 

商 号 又 は 名 称 営 業 所 名 
( 営 業 所 の 所 在 地 ) 

施 工 計 画 の 可 否 担 当 課 長 の 意 見 
( 否 と す る 場 合 は そ の 理 由 ) 

資格の

有 無 技術所見 仮設計画 本体計画 安全対策 環境対策 設備計画 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

(注) 受付順に整理すること。



様式第９号（第１１条関係） 

入札参加資格チェック事項一覧表 

受 
 

付 
 

順 

入札参加資格要件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申 請 者 名 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２  

申
請
書
（
様
式
第
３
号
）
の
提
出 

地
方
自
治
法
施
行
令
第
１
６
７
条
の
４

該
当
の
有
無 

入
札
参
加
資
格
申
請
書
の
受
理
（
受
付
番

号
） 

吉
田
町
建
設
工
事
競
争
入
札
参
加
資
格

（
土
木
一
式
）
の
有
無 

吉
田
町
入
札
参
加
資
格
停
止
措
置
の
有

無 更
生
手
続
開
始
又
は
再
生
手
続
開
始
申

立
て
の
有
無 

設
計
業
務
受
注
者
と
の
関
連
の
有
無 

建
設
業
法
の
許
可
等
の
状
況
（
様
式
第
６

号
） 

○
○
○
内
へ
の
営
業
所
設
置
の
有
無 

H18.1.1

以
降
の
経
営
事
項
審
査
結
果
通

知
書
の
写
し
（ 

 
 
 

点
以
上
） 

過
去

10

年
以
内
に
同
種
工
事
の
施
工
実

績
の
有
無
（
様
式
第
４
号
） 

配
置
予
定
技
術
者
等
の
資
格
・
工
事
経
験

の
有
無
（
様
式
第
５
号
） 

 

１               

２               

３               

４               

５               

６               

７               

８               

９               

１０               

(注) この様式は、設定した入札参加資格要件の全項目を審査できるように適宜作成すること。



様式第１０号（第１１条関係） 

委員長 理事 総務グループ参事 産業建設グループ参事 

    

総務課長 企画課長 産業課長 建設課長 都市環境課長 上下水道課長 

            

 

 

入札参加資格確認結果通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

 

担当課長 様 

 

 

入札参加資格委員会委員長 ㊞ 

 

 

制限付き一般競争入札に係る入札参加資格の確認結果を、次のとおり通知します。 

 

 

入札番号     第   号 

工 事 名      

 

商号又は名称 住   所 代表者氏名 決定事項 
資格がないと 

認めた理由 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     
 

※ 「工事名」とあるのは、業務委託の入札参加資格確認結果にあっては「業務名」と書き換え

て作成すること。



様式第１１号（第１２条関係） 

 

入札参加資格確認通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

 

住    所 

商号又は名称 

代表者氏名            様 

 

 

吉田町長 

 

 

先に吉田町長あてに申請のあった     建設工事に係る入札参加資格について、次のとおり

確認したので、通知します。 

 

 

入 札 公 告 日  

工 事 名  

工 事 箇 所  

入札参加資格 

 

の 有 無 

有  ・   無 

入札参加資格

がないと認め

た理由 

 

 

なお、入札参加資格がないと通知された方は、当職に対して入札参加資格がないと認めた理由に

ついて説明を求めることができます。 

この説明を求める場合は、平成○年○月○日(○)までに、吉田町○○○課へその旨を記載した書

面を提出してください。 

※ 「建設工事」、「工事名」、「工事箇所」とあるのは、業務委託の入札参加資格確認にあっては

「業務委託」、「業務名」、「業務箇所」と書き換えて作成すること。



様式第１２号（第１７条関係） 

 

工 事 費 内 訳 書 

 

 

年  月  日 

 

 

 

住    所 

商号又は名称 

代表者氏名              ㊞ 

 

 

 

１ 公 告 日 

 

 

２ 工 事 名 

 

 

３ 工 事 箇 所 

 

 

４ 工事費内訳 

 

  円   円 

  円   円 

  円   円 

  円   円 

  円   円 

  円   円 

  円   円 

  円   円 

  円   円 

  円   円 
 

※ 設計書の本工事費内訳書に対応した内訳を記載すること。 



様式第１３号（第１９条関係） 

入  札  結  果  表 
入 札 番 号 第     号 

入 札 方 式  

工 事 名  

工 事 箇 所  

入 札 日 時    年   月   日 （  ） 午前（後）   時   分 

入 札 場 所  

入 札 執 行 者  

入 札 関 係 職 員 
 

 

入 札 立 会 者  

設 計 額  工 事 価 格  

予 定 価 格  入札書比較価格  

調 査 基 準 価 格  入札書比較価格  

参 加 資 格 申 請 書 を 

提 出 し た 業 者 名 

入札参加資格がないと認

めた業者及びその理由 
立会人 

第 １ 回 

入 札 価 格 

第 ２ 回 

入 札 価 格 
入 札 結 果 

入札不調に 

付随意契約 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

総務課長 ⇒ 担当課長（     ） 

※１ 「工事名」、「工事箇所」、「工事価格」とあるのは、業務委託の入札にあっては「業務名」、

「業務箇所」、「業務価格」と書き換えて作成すること。 

※２ 調査基準価格及び調査基準価格に対する入札書比較価格の金額欄は、業務委託の入札にあ

っては「―」を付すこと。 



様式第１４号（第１９条関係） 

入  札  結  果  表 
入 札 番 号 第     号 

入 札 方 式  

工 事 名  

工 事 箇 所  

入 札 日 時    年   月   日 （  ） 午前（後）   時   分 

入 札 場 所  

予 定 価 格  入札書比較価格  

参 加 資 格 申 請 書 を 

提 出 し た 業 者 名 

入札参加資格がないと認めた 

業 者 及 び そ の 理 由 

第 １ 回 

入 札 価 格 

第 ２ 回 

入 札 価 格 
入 札 結 果 

入札不調に付

随 意 契 約 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

※ 「工事名」、「工事箇所」とあるのは、業務委託の入札にあっては「業務名」、「業務箇所」と

書き換えて作成すること。 

 

 


